
我が国における拠点形成事業の最適展開に向けて 
～組織の持続的な強みの形成とイノベーションの実現のために～ 
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2016年10月11日 
科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

■拠点形成事業の経緯等 

■拠点形成事業の分類と採択状況 

■拠点形成事業に関わる課題と今後の展開 

 （参考）採択拠点へのアンケート結果：拠点形成事業の効果と課題      

             我が国の研究費制度をめぐる問題の構造の概要 

             競争的性格をもつ主な研究開発資金の変遷 

     科学技術イノベーション政策の推進体制の構造 

＜内容＞ 

資料２ 
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＜拠点形成事業の一般的特徴＞ 

１）大規模・長期的な公的投資 
 1事業あたりの総額約50億円以上/年で、実施期間は概ね５～10年 
 1拠点あたりの約２～10億円/年（21世紀COEとGCOEは、約1千万～５億円/年) 
 
２）多様な政策目的を推進 
 世界水準の研究の推進、教育研究の高度化、 
 イノベーションを指向した産学連携等の目的達成を志向 
 
３）先駆的なシステム改革の導入 
    体制・制度面の改革を促進 

   

■拠点形成事業は以下の特徴を有しており、その政策的重要性、研究現場への
影響の大きさ等から、政策担当者・研究実施者の双方にとって高い関心。 

【政策的重要性】 

【拠点形成事業の抱える課題が顕在化】 

○拠点形成事業の政策的重要性は高いが、拠点の継続性などの
課題が顕在化し制度疲労の兆候 

・事業終了後の拠点継続がしばしば困難であることへの懸念の高まり 
・過去15年間で20事業、直近6年間で10事業が創設され、事業が非体系的に林立 

拠点形成事業に関する検討の背景 
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1992年 ・科学技術会議の諮問第18号  「新世紀に向けてとるべき 
              科学技術の総合的基本方策について」に対する答申 
 
 

 
 
 
 

     ・ 学術審議会答申「21世紀を展望した学術研究の総合的推進方策について」 

(答申抜粋) 

我が国が優れた研究成果の発信源となるためには、卓越した研究指導者、最新の研究情
報、優れた研究施設・設備、充実した研究支援体制を有する中核的な研究機能（以下「セ
ンター・オブ・エクセレンス」という。）を育成していくことが課題 

1993年 ・「中核的研究拠点育成制度」 
                                   （科学技術振興調整費) 国立試験研究機関を対象 

1995年 ・学術審議会「卓越した研究拠点の形成について」 
      ・「COE形成基礎研究費」 （日本学術振興会）  

2001年 ・「戦略的研究拠点育成(SCOE)」（科学技術振興調整費） 
      ・大学の構造改革の方針（遠山プランの一部）  

2002年 ・「21世紀COE」  

近年、WPI、先端融合イノベーション創出拠点形成、GCOEな
どが行われ、拠点形成事業が今後も一層拡大 

拠点形成事業制度のこれまでの経緯 



事業名 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 

戦略的研究拠点育成（SCOE) 開始 終了 

21世紀COEプログラム 
113 終了 

133 132 終了 
28 終了 

新興・再興感染症研究拠点形成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 3 8 終了 

先端融合領域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出拠点形成 
9 8 4 終了 

9 8 5 終了 
3 2 3 終了 

世界トップレベル研究拠点ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（WPI) 
5 1 

1 
3 

グローバルCOEプログラム 
63 終了 

68 終了 
9 終了 

橋渡し研究支援推進プログラム 6 7 終了 

光・量子科学研究拠点形成に向けた基
盤基礎技術開発(研究拠点ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ) 2 

革新的太陽光発電技術研究開発（METI) 3 終了 

地域卓越研究者戦略的結集ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 2 終了 

感染症研究国際ﾈｯﾄﾜｰｸ推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 10 終了 

博士課程教育ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
（ｵｰﾙﾗｳﾝﾄﾞ型、複合領域型、ｵﾝﾘｰﾜﾝ型) 

21 
(3, 12, 6) 

 20 
(3, 11, 6) 終了 

24 
(2, 17, 5) 

18 
(2, 12, 4) 

卓越した大学院拠点形成支援補助金 24校 32校終了 

元素戦略(研究拠点型） 4 

革新的ｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発拠点形成事業 1(4チーム) 終了 

橋渡し研究加速ﾈｯﾄﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 7 9 終了 

COI STREAM 
12 

(+ﾄﾗｲｱﾙ14)  18  

福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発拠点機
能強化事業（ＭＥＴＩ） 

1 終了 

再生医療実現拠点ﾈｯﾄﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
(中核拠点、疾患・組織別実用化研究拠点) 1、4＋5 

感染症研究国際展開戦略プログラム 9 

イノベーションハブ 2+ 
FS2 4  

数字は採択件数 

拠点形成事業の変遷 

採択数：毎年2－3件、5年間実施 

：最先端研究の推進 ：教育研究の高度化 ：イノベーションを指向した産学連携 

第2期基本計画 第3期基本計画 第4期基本計画 第5期 
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拠点支援事業(ﾈｯﾄﾜｰｸ支援やｲﾝﾌﾗ整備特化型事業等)の変遷 
事業名 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 

先端研究拠点事業（JSPS) 開始 
事業
終了 

先端研究施設共用促進事業 34 終了 終了 

ナノテクノロジー・ネットワーク 13 終了 

特色ある共同研究拠点の整備の推進事業 
5 終了 

2 終了 

地域産学官研究拠点整備事業 40 

先端ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ拠点整備事業(METI) 1 13 5 

技術の橋渡し拠点(METI) 11 

国際科学ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ拠点整備事業 15 

研究拠点形成事業「先端拠点形成型」(JSPS) 開始 

研究拠点形成事業「アジア・アフリカ学術基
盤形成型」(JSPS) 

開始 

ナノテクノロジープラットフォーム 25機関 

特色ある共同研究拠点の整備の推進事業
～ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援～ 

開始 

～機能強化支援～ 5 

先端研究施設共用・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ促進事業:先
端基盤共用促進＋共用ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの形成 

34+2 終了 

先端研究基盤共用促進事業 
①新共用システム導入支援 33 

②共用プラットフォーム 4+FS3 

共同利用・共同研究拠点（運営費交付金内) 70 77 終了 
72、 

5(ﾈｯﾄﾜｰｸ) 

採択数：毎年４－９件、３年間実施 

採択数：毎年7-9件、5年間
実施 

採択数：毎年10-12件、3年
間実施 

採択数：毎年３－
６件、３年間実施 

数字は採択件数 

：共同利用・共同研究拠点の認定拠点対象の事業 ：インフラ整備特化型事業 ：ネットワーク支援特化型事業 

第2期基本計画 第3期基本計画 第4期基本計画 第5期 
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教育研究の高度化 

最先端研究の推進 

イノベーションを指向した 
産学連携 
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拠点とは、大学・国立研究開発法人等において、人材、資金、インフラの
集積により特定の課題に関連する教育研究活動等を実施する組織 

WPI 

COI 先端融合 
ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ 

GCOE 

SCOE 

橋渡し研究 

橋渡し研究NW 

再生医療実現拠点NW 

光・量子研究拠点 

ｲﾉﾍﾞﾊﾌﾞ 

地域卓越 

卓越した大学院支援 

福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究 

元素戦略 

新興・再興感染症研究 

感染症研究国際NW 

革新型太陽電池 
国際研究 

感染症研究国際展開 

21世紀COE 

革新的ｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発 

拠点の定義と枠組み 

【拠点形成事業の主な目的】 

【本検討での拠点の定義】 

拠点形成事業の主な政策目的は、最先端研究の推進、教育研究の高度
化、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを指向した産学連携。これらの３つの政策目的で拠点形成
事業を整理 
 



国立大学等 
11,500 

 
運営費交付金 10,945 

国立大学経営力強化促進事業 80 
施設整備費 426 

公立
大学 
1,800
（H26） 

 
設置者
負担額
1,772
（H26） 

私立大学 
3,300 

 
経常費補助 

3,153 

教育研究活性化
設備整備 23 
施設・設備費 

104 

国立研究開発法人等 
7,800 

 
情報通信研究機構 

理化学研究所 
宇宙航空研究開発機構 

日本原子力研究開発機構 
農業・食品産業技術総合研究機構 

産業技術総合研究所 等 
（JST、NEDO、AMEDを除く） 

科研費 2,300 

ＪＳＴ 1,000 

ＮＥＤＯ 1,300 

戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ） 500 

      各種教育・研究事業等 1,100   

平成28年度当初予算額 
単位：億円 

（注）科研費等の競争的性格を
もつ資金については、一部が産
業界等に配分されているが、こ
こでは予算総額を記載。 

AMED 1,300 

リーディングプログラム 170 、ＷＰＩ 94、SG 77 
 

我が国の大学等に対する公的資金支援の全体像 

○拠点形成事業は、AMED、JSTの事業や各省庁内で実施する各種教
育・研究事業等として行われており、関係組織は複数存在 
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拠点形成事業等の位置づけ 
◯拠点形成事業等の実施主体は、研究者/研究室･グループと大学/研究開発法
人等の間の学部・学科等 

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ 

【実施主体】 

スーパーグ
ローバル大学 

共同利用・共同研究拠点 

感染症研究国際展開 

：拠点支援事業（インフラ整備特化型事業、
ネットワーク支援特化型事業等） 

：拠点形成事業 

教育研究の高度化 

学部・学科等 

地域 

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを指向した 
産学連携 

COC, COC＋ 

大学の世界
展開力強化 

研究室・ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
及び研究者 

さきがけ 

ERATO 

研究大学
強化促進 

革新的ｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発 

光・量子研究拠点 

元素戦略 

WPI 

ﾅﾉﾃｸﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

先端基盤共用促進 

先端共用ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

JSPS研究拠点形成 

特色共同研究 
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ/機能強化 

大学/研究
開発法人等 

再生医療実現拠点NW 

先端融合 

橋渡し研究NW 

ｲﾉﾍﾞﾊﾌﾞ 

福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究 

最先端研究の推進 

科研費 

SIP 

CREST 

COI 

ｽｰﾊﾟｰｸﾗｽﾀｰ 

ﾘｻｰﾁｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ 

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略支援 

産学共創ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｴｺｼｽﾃﾑ形成 
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小規模資金 
(5千万-2億円) 

大規模資金 
(5-7億円) 

中規模資金 
（2-5億円） 

光・量子拠点(2) 

革新エネ開発拠点(1) 

WPI（6） 

橋渡しNW(9) 

COI(18) 

ナノテクNW(13) 

１拠点当たりの資金規模(1) 

再生医療拠点(1) 

先端共用 
促進(34) 

元素戦略(4) 

橋渡し研究支援(7) 

リーディング(61) 

研究拠点形成
(JSPS,39+32) 

※各事業の数字は、当該年度における拠点数。資金額は、各拠点形成事業の資金の合計  
青字：最先端研究の推進、赤字：イノベーションを指向した産学連携、緑字：教育研究の高度化、黒字：拠点形成支援事業 

共同利用･共同研究拠点 
(運営費交付金,77) 

先端融合(9) 

SCOE(11) 

再興感染症(8) 

先端研究拠点 
(JSPS,22) 

地域卓越(2) 

革新的太陽光発電(3) 

特色共同研究拠点(7) 

感染症国際NW(10） 

先端融合(12) 
先端融合(8) 

光・量子拠点(2) 

ナノテクプラッ
トフォーム(25) 

特色共同研究拠点-  
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ/機能強化(6) 

イノベハブ(4) 

感染症国際展開(9) 

福島再生エネ(1) 

WPIﾌｫｰｶｽ（3） 

先端研究拠点 
(JSPS,12) 

再生医療拠点 
:拠点A/B(8) 

 
5千万円以下 

先端基盤 
共用促進(37) 

 
8億円以上 

21世紀COE(273) 

共同利用･共同研究拠点 
(運営費交付金,77) 

リーディング(21) 

GCOE(140) 

先端イノベ 
拠点整備(5) 

技術の橋渡し(11) 
WPI（6） 

１拠点当たり
の資金規模 
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○拠点形成事業において、「特定分野型」の事業数と資金額が増大。 

特定分野型 
（26億円) 

全分野型 
（456億円) 

特定分野型 
（51億円) 

全分野型 
（450億円) 

特定分野型 
（171億円) 

全分野型 
（405億円) 

H18年度 :第3期基本計画ｽﾀｰﾄ 
(482億円) 

H23年度 :第4期基本計画ｽﾀｰﾄ
(501億円) 

H28年度 :第5期基本計画ｽﾀｰﾄ
(576億円) 



光・量子拠点(2) 

革新エネ開発拠点(1) 

WPI（6） 

橋渡しNW(9) 

COI(18) 

ナノテクNW(13) 

１拠点当たりの資金規模(2) 

再生医療拠点(1) 

先端共用 
促進(34) 

元素戦略(4) 

橋渡し研究支援(7) 

リーディング(61) 

研究拠点形成
(JSPS,39+32) 

※各事業の数字は、当該年度における拠点数。資金額は、各拠点形成事業の資金の合計  
青字：最先端研究の推進、赤字：イノベーションを指向した産学連携、緑字：教育研究の高度化、黒字：拠点形成支援事業 

共同利用･共同研究拠点 
(運営費交付金,77) 

先端融合(9) 

SCOE(11) 

再興感染症(8) 

先端研究拠点 
(JSPS,22) 

地域卓越(2) 

革新的太陽光発電(3) 

特色共同研究拠点(7) 

感染症国際NW(10） 

先端融合(12) 
先端融合(8) 

光・量子拠点(2) 

ナノテクプラッ
トフォーム(25) 

特色共同研究拠点-  
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ/機能強化(6) 

イノベハブ(4) 

感染症国際展開(9) 

福島再生エネ(1) 

WPIﾌｫｰｶｽ（3） 

先端研究拠点 
(JSPS,12) 

再生医療拠点 
:拠点A/B(8) 

 
5千万円以下 

先端基盤 
共用促進(37) 

21世紀COE(273) 

共同利用･共同研究拠点 
(運営費交付金,77) 

リーディング(21) 

GCOE(140) 

先端イノベ 
拠点整備(5) 

技術の橋渡し(11) 
WPI（6） 
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○１拠点当たりの資金規模が中規模資金ないし大規模資金以上の事
業で拡大 

104億円 

352億円 

166億円 

26億円 

253億円 

306億円 

18億円 

60億円 

284億円 

H18年度 :第3期基本計画ｽﾀｰﾄ 
(482億円) 

H23年度 :第4期基本計画ｽﾀｰﾄ
(501億円) 

H28年度 :第5期基本計画ｽﾀｰﾄ
(576億円) 

小規模資金 
(5千万-2億円) 

中規模資金 
（2-5億円） 

 
8億円以上 

大規模資金 
(5-7億円) 

１拠点当たり
の資金規模 



神戸 

京大 

東女医 

東北 
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筑波 

早大 

北大 

横市 

信州 

阪大 

九大 

広島 岡山 

山形 

群馬 

千葉 

医歯大 

外語大 

一橋 

お茶大 

工芸 

玉川 

GRIPS 

首都大 

国学院 
順大 

中央 

東洋 

日大 

法政 

青山 

上智 

北里 

二松 

聖路加 

電機大 

ICU 

東海 

理科大 

横国 

山梨 

静岡 

浜松医 静県立 
愛知 

保衛大 

福祉大 

豊橋技科 

名城 

岩手 

秋田 

農工 

電通大 

熊本 

新潟 

奈良先端 

神奈川 

自治医 

名工 

金沢 

福井 

北陸先端 

岐阜 

愛媛 

鳥取 

琉球 

宮崎 

佐賀 

久留米 

九産 九工 

長崎 

徳島 

高知工 

近畿 

兵庫県立 

関西医 

関学 

阪市大 

府大 

同志社 

京薬 

立命 

長岡技術 

富山医薬大 

奈良女 

名大 

東大 

帯畜 

凡例： ・・・10億円 
 ・・・5億円 
 ・・・1億円 

東工 慶應 

物材 

産総研 

：再興・感染症（8拠点） ：SCOE（11拠点） 
：先端融合（9拠点） 

：21世紀COE （273拠点） 

小規模資金 中規模資金 大規模資金 

大学の拠点形成事業の採択実績（H18年度） 



神戸 

京大 

東北 
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筑波 

北大 

信州 

阪大 

九大 

広島 岡山 

帯畜 
山形 

群馬 

千葉 

山梨 

静県立 豊橋技科 
熊本 

愛媛 

鳥取 

長崎 

兵庫県立 

立命 

名大 

：WPI（6拠点） 
：先端融合（12拠点） 
：革新的太陽光発電（3拠点） 

札医・北大・旭医 

動衛研 

奈良先端 

関大 

先端 
医療 
財団 

近畿 

阪市大 

：橋渡し（7拠点） 
：光・量子拠点（2拠点） 
：リーディング（20拠点） 

NCGM 明治 

東大 

医歯大 
GRIPS 

東女医 

お茶大 早大 

工芸 

一橋 

外語大 

理科大 

玉川 

横市 

横国 

凡例： ・・・10億円 
 ・・・5億円 
 ・・・1億円 

東工 慶應 

物材 

産総研 

：GCOE（140拠点） 
：地域卓越（2拠点） 
：感染症国際NW（10拠点） 

小規模資金 中規模資金 大規模資金 

大学の拠点形成事業の採択実績（H23年度） 



13 

神戸 

京大 

東北 

北大 

信州 

阪大 

九大 

広島 岡山 

山形 

群馬 

千葉 

川崎市産業 
振興財団 

山梨 

豊橋技科 
熊本 

長崎 

兵庫県立 

立命 

凡例： ・・・10億円 
 ・・・5億円 
 ・・・1億円 

物材 名大 

札医・北大・旭医 

産総研 

防災科研 

弘前 

秋田 

筑波 

藝大 

理研 

JAXA 

新潟 

滋賀医 

金沢 

金沢工 
同志社 

府大 
高知県立 

東大 

お茶大 早大 

GRIPS 

東工 慶應 

農工 

横市 

医歯大 

：WPI/WPIフォーカス（9拠点） 
：COI（18拠点） 
：先端融合（8拠点） 
：再生医療拠点（1拠点） 
：福島再生エネ（1拠点） 

：元素戦略（4拠点） 
：イノベハブ（4拠点） 
：光・量子拠点（2拠点） 
：橋渡しNW（9拠点） 
：リーディング（62拠点） 
：再生医療拠点[拠点A/B]（9拠点） 
：革新エネ（1拠点） 

：感染症国際（9拠点） 

小規模資金 中規模資金 大規模資金 

大学の拠点形成事業の採択実績（H28年度） 



：教員現員数（2014年度末） 
 （データがない大学もある） 

：「論文5件以上／5年」 
 研究者数（5年間移動なし） 

：「Top10%論文5件以上／5年」 
 研究者数（5年間移動なし） 

 

国立大学におけるアクティブ研究者の分布 

（注１）アクティブ研究者数の算出にあたって用いた論文データは、Scopusデータベースの2006～2010年の論文を整数カウントしたもの。教員現員数のデータとは年
次が異なる。（注２）「論文5件以上／5年」研究者数が全ての大学において25名を下回る「教育大学」及び「文科系中心大学」（文部科学省高等教育局による国立大

学の旧分類）については掲載していない。（注３）アクティブ研究者数からは、５年間の間に所属機関を移動した研究者は除外している（ダブルカウントを避け、また
ポスドクや大学院生を概ね排除するため。）（注４）教員現員数としては大学ポートレートのデータを用いているが、大学ポートレートには「本務者数」との指定はある
ものの実際には特任教員等の人数が含まれている大学といない大学があり、また2014年度末の時点で教員数データがない大学もある。（注５）本図のデータにつ
いては（注１）～（注４）に示したように包括性・正確性の面で多くの限界があることに留意が必要であるとともに、本図の解釈についても慎重さが求められる。「論文5
件以上／5年」という閾値に特段の合理性はないし、分野によって論文生産数や共著者数の分布は大きく異なる。また、各大学が有する固有の特性がアクティブ研
究者数に影響していることに配慮することも不可欠である（学部構成や、特任教員・非常勤教員・ポスドク等の多寡等）。 14 
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H18金額 

H23金額 

H28金額 

科研費 

H23科研費 

Ｈ１８科研費 

国公私立大学の研究者数と支援金額の推移 
(億円) 

アクティブ研究者（ 「Top10%論文5件以上／5年」研究者数） 
15 

早稲田 

九大 

東大 

阪大 

京大 

東北大 

北大 

名大 

東工大 

神大 

広大 

千葉大 

筑波大 

岡大 

慶應 

金沢大 東医科大 
熊大 

山梨大 

信大 

※科研費の額は、1/2倍にて記載 

（人） 

○各大学が拠点形成事業から受ける資金支援の総額は、各
大学に所属するアクティブ研究者数が概ね140人以下で急減。 
○時系列でみれば、一部の有力大学により集中する傾向。 

H18 H23 H28 

183億円 
(39%) 

131億円 
(26%) 

162億円 
(30%) 

H18 H23 H28 

286億円 
(61%) 

360億円 
(73%) 

377億円 
(70%) 

東大から慶應までの
獲得支援資金の総額 

筑波大以下の獲得
支援資金の総額 



・ネットワーク内の人材（教員、URA等）を最大限活用し、各拠点において最適な教育研究体制を実現 

大規模な共同研究 

人材資源の育成・確保と流動化 

研究インフラの共有 

○拠点事業で形成されてきたネットワークの主な目的は、以下の３つに整理可能。 

拠点事業のネットワークとは何か？ 
○ネットワークを構成する組織は、全国の大学等の拠点、企業、海外の大学・企業。 
○拠点が、幹事校又はハブとなり、ネットワークを形成。 

全国の大学拠点間
ネットワーク 

企業との 
ネットワーク 

海外の大学・企業
とのネットワーク 

・各拠点の固有の強みを活かし、ネットワーク全体として卓越した研究機能体制を構築 

・研究施設・設備、研究試料、データベース等を共同利用・共用サービス提供を通じ有効活用 

幹事校 or/and ハブ 

16 



拠点事業におけるネットワーク形成の状況 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

高 

低 

大規模な共同研究 研究ｲﾝﾌﾗの共有 

先端ｲﾉﾍﾞ整備 技術の橋渡し 国際ｲﾉﾍﾞ整備 地域産学官整備 

WPI 

GCOE SCOE 卓越した大学院支援 

元素戦略 

新興・再興感染症研究 

21世紀COE 

COI 

橋渡し研究NW 

再生医療実現拠点NW 

光・量子科学研究拠点 

ｲﾉﾍﾞﾊﾌﾞ 

福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究 

感染症研究国際NW 

感染症研究国際展開 

JSPS研究拠点形成 

ﾅﾉﾃｸNW 

ﾅﾉﾃｸﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

先端共用ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

先端共用 

JSPS先端研究拠点 

特色共同研究 

先端基盤共用促進 

革新的ｴﾈﾙｷﾞｰ 
研究開発 

革新型太陽電池国際研究 

：拠点支援事業（インフラ整備特化型事業、ネットワーク支援型事業等） ：拠点形成事業 ：終了事業 

共同利用・共同研究 

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ 

特色共同研究拠点 
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ/機能強化 人材資源の育成・確保と流動化 

橋渡し研究 

地域卓越 

先端融合 

17 

○拠点事業の実施状況を踏まえれば、大規模な共同研究や研究インフラの共有を
目的としたネットワーク形成が主に行われてきた一方で、人材資源の育成・確保と
流動化に関する取り組みは手薄の傾向。 



•PD/POの役割が不明瞭 

事業のマネジメント体制が未確立 

•事業の枠組みが教員の自発的構想の実現を制約 

事業申請における多様な要件 

•大規模大学等への集中配分により、地
方大学等の固有の強みを伸ばすことが
困難 

•教育研究環境の
不合理な格差 

事務的負担の増大 

不安定な時限的研究体制 

選択と集中による影響 

所属機関における拠点の曖昧な位置づけ 

•所属機関との連携不足により拠点の維持が困難 

○拠点形成事業の全体像やアンケート結果、関係者へのインタビュー
を踏まえ、CRDSでは拠点形成事業の主な課題の整理を検討中。 

•持続的な人材育成/確保やインフラ整備が困難 

•事業に係る申請/実施/評価等が研究時間を圧迫 

•間接経費の欠落等による大学財政圧迫 

•採択拠点間の連携、同分野連携の不足 

ネットワークの役割の軽視 

•拠点形成事業の林立 
•細切れの事業創設により、申請側の戦略
立案が困難 

グランドデザインの欠如 

•人材の流動性の欠如 

•時限的・限定的な資金源への依存 

資金面の不安定性 

•審査/評価方式が未成熟 

•大学等の研究企画力と体制の欠如 

今後の拠点形成事業の展開に向けた課題 

日
本
全
体 

拠
点 

所
属
機
関 
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＜主な課題＞ 



トップダウン的傾向を
増すSTI政策プロセス 

大学改革 
の深化 

急速な展開をみせる
近年の科学技術動向 

イノベーションへの社会
的期待の一層の高まり 

従来伸びていた科学
技術予算が急減速 

○近年のSTI政策をめぐる環境に鑑みれば、今後は国内の拠点形成を全面的に拡大していく 
ことは困難。これまでの蓄積を活かしつつ、戦略的な拠点事業の制度設計が必要 

STI政策と科学 
技術の状況 

大学等 
の状況 

  成果 
 
 
 
 
 
 

  課題 

今後の拠点政策の全体的方向性とその背景 
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各大学の強みを 
形成し、大学の 
機能強化に寄与 

国際化・産学連携等に
関する教員の意識改革、
組織改革等を促進 

分野融合、部局の
壁を越えた取組み
の促進 

拠
点
の
現
状 

拠点事業 
の現状 

事業林立、グランド 
デザインの欠如 

申請要件 
の複雑化 

大学財政 
が逼迫 

1拠点当たりの 
資金が大規模化 

卓越した教育研究上の
成果、イノベーションの
創出を達成 

特定分野型の 
事業が増大 

時 限的 な 資金 源
への依存による不
安定な研究体制 

所属機関にお
け る 拠 点 の 曖
昧な位置づけ 

拠点継続の困難さが顕在化 

拠点の再編促進 ﾈｯﾄﾜｰｸの構築 拠点事業の体系化 

今後の 
全体的方向性 

幅広い教育研究分野における

多様な中小規模の拠
点形成を重視 

新規の大規模拠点は分野

特定型に限定する等、資
金規模の最適化へ 

新規の拠点形成から

既存拠点の改
変・強化へ 

【主な提案コンセプト】 

同分野や採択拠点
間の連携不足－拠
点内で十分な教育研
究ｲﾝﾌﾗの確保困難 

自発的構想の 
実現が制約－ 
未来に向けた 
多様性が収縮 

一部の有力大学 
に拠点が集中－ 
教育研究環境の 
不合理な格差 

各 大 学 に
大 中 小 の
拠 点 組 織
が 多 様 な
形態・規模
で存続 



今後の拠点事業の 
全体構成イメージ案の例 

現在(H28 年度）の実施事業 

提案：拠点事業の体系化ーグランドデザインの構想に向けて 

小規模資金 
(5千万-2億円) 

大規模資金 
(5億円以上) 

中規模資金 
（2-5億円） 

ｲﾉﾍﾞ：2件 

教育：61件 

ｲﾉﾍﾞ：26件 

ｲﾉﾍﾞ：4件 

研究：9件 

１拠点当たり
の資金規模 

研究：9件 

研究：2件 

ｲﾉﾍﾞ：18件 

(38億円） 
(122億円) 

(92億円) 

(178億円) 

（19億円） 

(12億円) (24億円) 

(93億円) 

教育：78件 

研究：30件 

(78億円) 

（30億円） 

253億円 

306億円 

130億円 

(120億円) 

研究：30件 

ｲﾉﾍﾞ：30件 

(120億円) 

ｲﾉﾍﾞ：30件 (30億円) 

(100億円) 

教育：25件 

100億円 

340億円 

19億円 

・大規模拠点形成は縮小し、大
規模な新規拠点形成はトップダ
ウン的要請に対応する分野特定
型に限定 
・中小規模の拠点形成の重視 

研究：最先端研究の推進、ｲﾉﾍﾞ：イノベーションを指向した産学連携、教育：教育研究の高度化 

37拠点 

85拠点 

9拠点 

85拠点 

10拠点 

130拠点 

研究：5件 
(50億円) 

ｲﾉﾍﾞ：5件 

(50億円） 

・各大学の強みを活かす多様な
研究分野への支援の重要性 
・広範囲の教育研究拠点に対す
る支援の充実 

・広範な拠点へ焦点を絞った支
援（e.g.ネットワーク形成、教育シ
ステム改革、機能強化に向けた
人材・設備の補充） 

多様性の確保 

既存拠点の改変・強化 

最適な資金規模 

全分野型 

20 

１拠点当たり
10億円/年 

１拠点当たり
4億円/年 

１拠点当たり
1億円/年 

全分野型 特定分野型 特定分野型 

○以下の今後の全体的方向性を踏まえ、拠点事業全体の体系化を図る。 

１）資金規模の最適化、２）多様性の確保、３）既存拠点の充実・強化 



提案：拠点の再編促進 

拠点の創設 

拠点の 
新陳代謝 

〇過去20年ほどの拠点事業により、数多くの拠点が国内で形成されてきたが、予算的制約を
考えれば今後も拠点を増やし続けることは困難。既存組織の縮小/改変等により拠点を再

編していくことが重要。 
〇事業支援期間中に拠点内に承継教員ポストを準備し、特任教員が一定審査を経て承継教

員ポストへと移行できる仕組みを作る等、拠点の継続性を高める取組みが必要。 

拠点の 
維持・拡大 

承継教員ポストの移管 

拠点の自立性確立 

新専攻・学科等の恒久的 
組織への移行 

拠点形成事業 

拠点支援
事業 

拠点の創設 

【拠点の再編・再構築】 

既存組織の縮小/改変 

拠点の縮小/改変 

拠点の縮小/改変 

拠点形成事業 

21 



提案：ネットワークの構築 
〇現在、研究の大型化、ステークホルダーの増加、大学改革の流れがあり、必要な研究教育
等のｲﾝﾌﾗを十分に揃えることは容易ではなく、さらに、社会や他分野との繫がりが重要視。 

〇拠点形成事業におけるネットワークでは、「共同研究」や「研究インフラの共有」が中心にお
こなわれており、「人材資源の育成･確保と流動化」の取組みが手薄 

全国の大学拠点間
ネットワーク 

企業との 
ネットワーク 

海外の大学・企業
とのネットワーク 

幹事校 or/and ハブ 

○拠点レベルで、以下の３要素への取組を推進し、強固なネットワークを構築 

①大規模な共同研究 

②研究インフラの共有 

③人材資源の育成・確保と流動化 
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■採択拠点へのアンケート結果 
     ：拠点形成事業の効果と課題 
 
■我が国の研究費制度をめぐる問題の構造の概要 
 
■競争的性格をもつ主な研究開発資金の変遷 
 
■科学技術イノベーション政策の推進体制の構造 

23 

（参考） 



【設問概要】 

【調査時期】 2015年10月下旬～ 2016年1月下旬 

【調査方法】 調査対象拠点に、電子メールにてアンケート調査への回答を依頼 

①拠点形成事業採択の経緯について 

②拠点形成事業期間中のマネジメント等について 

③拠点の継続状況 

④拠点形成事業の波及効果 

⑤拠点形成事業全般について 

各拠点の実績及び現状を把握するため、以下の５つの大項目に
設問を設けた。 

24 

【調査対象事業】 対象 回答 

21世紀ＣＯＥプログラム（H14～20） 274拠点 155拠点 

グローバルＣＯＥ（GCOE）（H19～25） 140拠点 94拠点 

戦略的研究拠点育成(SCOE)（H13～H21） 13拠点 10拠点 

先端融合領域イノベーション創出拠点の形成（先端融合）(H18～） 21拠点 21拠点 

世界トップレベル研究拠点形成プログラム(WPI)（H19～） 9拠点 9拠点 

橋渡し研究支援推進プログラム（橋渡し）（H19～H23） 6拠点 4拠点 

合計 463拠点 282拠点 

拠点形成事業の採択拠点へのアンケート調査 

※アンケートの回答者は、概ね拠点長であるが、各拠点の実施状況を把握する者が回答す
る場合もあり、回答者の属性は一様ではないことに留意する必要がある。 



・大規模大学以外の大学を中心に、学科/専攻、講座などが多数新設 

１ ）拠点事業の資金規模・拠点規模の最適化 

１）ボトムアップ型の拠点形成を促進 

２）大規模大学以外の大学のポテンシャル発揮に寄与 

・拠点事業に関わる教員のインセンティブと学内の議論を喚起 

【アンケート結果にみる拠点形成事業の効果】 

２）拠点事業の制度設計の改善 

３）先駆的取組みの波及と意識改革 

【アンケート結果にみる拠点形成事業の課題】 

３）拠点と大学本部との連携等 

・中規模資金による多様な拠点創成の重要性 

・学内の意識改革と制度改革に波及 

・多様な取組みを喚起 

・内発的・恒常的な組織改革・システム改革の仕組みとして機能 

・ネットワークの構築、長期支援の必要性、審査体制・方式の改善 
・継続性の確保のあり方 

○アンケート結果をベースに、拠点形成事業の主な効果と課題について整理 

※アンケート調査の８割強の回答者が教育研究を主要な目的とする21世紀COEやGCOEの採

択拠点であること、拠点形成事業に示唆を与えると考えられる場合には少数派や単独の回
答記述も取り上げていることに留意する必要がある。 

拠点形成事業の効果と課題ーアンケート結果からの示唆 
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＜内発的・恒常的な組織改革・システム改革の仕組みとして機能＞ 

日本の大学の改革はスクラップ&ビルト型だったが、GCOEでは伝統的なあり方と並
行して、外的資金で新たな試みを行いその中で良かったものを取り入れていくこ
とで、恒常的にシステムをシェイアップすることが可能であることを示した。･･･
内部から恒常的に改革する仕組みを構築する方が良い。GCOEのように内部から改
革を促進するボトムアップ型を活性化しないと日本の大学はいつまでたっても良
くならないと思う（GCOE：大規模大/医学） 
 

ボトムアップの研究単位の拠点形成事業を併用して、大学の研究力の強化をはか
るべき（ GCOE：その他の国立大/医学） 

 現在の大学の閉塞状況を打破する手段として、先端研究と博士人材育成について、教
員の自発的なアイデアで拠点の提案をおこない、大学内の議論を促し、競争的に補助
金を獲得するというコンセプトは必要（ GCOE：大規模大/複合） 
 

 自己の工夫や教育研究への集中がプログラム成功に目に見えて繋がるため、教員の
インセンティブが大きかった。現在のリーディングプログラムは、・・・大学総長のトップダ
ウンが強調されすぎ、個々の教員の個性を生かす場がなく、インセンティブがない
（ GCOE：大規模大/複合） 

＜拠点事業に関わる教員のインセンティブと学内の議論を喚起＞ 

１）ボトムアップ型の拠点形成を促進 

アンケート結果にみる拠点形成事業の効果（１） 
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２）大規模大学以外の大学のポテンシャル発揮に寄与 
＜大規模大学以外の大学を中心に、学科/専攻、講座などが多数新設＞ 

国立大：８件 
私立大：７件 

N:91（大規模大学：53件、
その他38件） 

 COEは地方大学に内在する優れた基礎研究・応用研究のポテンシャルを具現化できる
プログラムであり、大学間格差を縮小できる事業としても期待（GCOE:その他の国立大/複合） 

 高度な技術を持つ技術専門職を登用するために新たな職位を設け、これは大学全体の
制度として採用（SCOE:大規模大以外） 

 産学連携に関する種々の方法論が、その後の学内拠点の運営方法として実施（先端融合
（継続）:大規模大） 

 学生が複数の教員から研究指導を受ける体制の構築（ GCOE:私立大/理工学） 

３）先駆的取組みの波及と意識改革 
＜多様な取組みを喚起＞ 

GCOE 

アンケート結果にみる拠点形成事業の効果（2） 
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【意識改革】 
 研究者間の交流が進み・・・他の研究分野まで融合して考えることができるようになり意識

改革が進んだ（21世紀COE：その他の国立大/理工学） 

 産学連携、医工連携の難しさやメリットなども具体的な理解となって学内に共有（先端融合
（中断）：大規模大） 

 

【センターの設置等】 
 学内でのこの分野の重要性が評価され、新学科、関連するセンターが設立（21世紀COE：大

規模大/人文社会） 
 

【国際化への取組み】 
 それまで腰が重かった所属機関内における国際化への対応が徐々に加速（GCOE：その他の

国立大/理工学） 
 

【制度の導入】 
 共同研究部門・共同研究講座制度が学内で広く活用（SCOE：大規模大） 

N=85件 

＜学内の意識改革と制度改革に波及＞ 

GCOE 

アンケート結果にみる拠点形成事業の効果（3） 

28 



＜中規模資金による多様な拠点創成の重要性＞ 

特定の分野の拠点を学内に作り出すような事業（魅力ある大学院教育イニシアティ
ブや大学院GP）が中規模程度で積極的に実施されることが望ましい（21世紀COE：私立大/

複合） 
 

中規模大学等でも、十分可能な事業も考慮いただくことで、多様性のある拠点形成
が可能（21世紀COE：その他の国立大/医学） 

 

年間5千万～1億円程度の大学院向けの資金が安定的に供給・・・中規模の資金の
継続的なプログラムをお願いしたい（GCOE：その他の国立大/人文社会） 

 

規模は小さくとも特定分野に特化してユニークな活動を行っている組織の拠点形成
と教育・研究活動の機能強化・・・大型拠点形成に偏らないきめ細かい拠点事業が展
開されると、より少ない財源で、国際的にもユニークな拠点形成が実現可能（GCOE：そ
の他の国立大/複合） 

１）拠点事業の資金規模・拠点規模の最適化 

アンケート結果にみる拠点形成事業の課題（１） 
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 所属機関から大学院教育への貢献を評価され、減額されながらも継続支援(21世紀COE：そ

の他の国立大/理工学) 

 センターの一部に位置づけ継続。資金面では大学からわずかしか支出されず、RA制度な

どの存続は不可能。（ GCOE：その他の国立大/人文社会） 

 →大学からの資金やセンター等の設立により継続（38件） 
 →大学からの資金提供がなくなった事が事業の存続に左右（９件） 
 →公募事業採択の有無を継続の判断理由（24件） 

・GCOEでは、78%が何らかの形で継続。その判断過程に関する回答（73件）を分析すると・・・ 

 

事業の継続性を考慮し・・・年度を重ねることが必要（ GCOE：大規模大/理工学） 

事業費で設置したインフラや研究成果を利用し、収益を得て維持管理できる制度
を作る必要（WPI：大規模大） 

２）拠点形成事業の制度設計の改善 

●公的資金による継続的支援 

＜継続性の確保のあり方＞ 

●拠点継続の判断に、大学の意向と公募資金採択の有無が影響大 

＜長期支援の必要性＞ 

人材育成の観点から目的/内容を変えずに10年単位の継続的支援が必要(GCOE：私立大/理工

学) 

アンケート結果にみる拠点形成事業の課題（2） 
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 拠点形成事業は形成が目的であって…法人側にその認識が薄く、他の大型研究と同様に、
事業期間が終わればすべてが終了するものとしているように思われる（GCOE：私立大/人文社
会） 
 

 人員規模の大きな部局は特に危機感が乏しく，学長・執行部に協力しているとは言えな
い（ GCOE：大規模大/理工学） 

 後継体制を国、担当官庁、学長、拠点リーダーでプロジェクト終了前に協議し、国の予算
体制に反映できる仕組みをきちんと取り込んだ拠点プログラムを設計頂きたい（先端融合（継
続）：大規模大以外） 

３）拠点と大学本部との連携 
 学長-リーダを中心とする運営方式は容易でなかった。理由：(1)部局の執行部・教員

・事務組織共にGCOEの理念を理解しなかった。(2)担当者の交代があるたびに説明す
る必要（ GCOE：大規模大/理工学） 

独自性や将来の波及効果といった評価基準への重み付けも検討されるべき（21世紀COE：私
立大/人文社会） 

＜審査体制・方式の改善＞ 

 複数の機関をまたぐようなネットワーク型拠点事業の機会が増えることも期待（21世紀COE：
その他の国立大/複合） 

 拠点間の連携や国全体への波及を可能とするスキームを導入いただきたい（WPI：大規模） 

＜ネットワークの構築＞ 

アンケート結果にみる拠点形成事業の課題（3） 
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我が国の研究費制度をめぐる問題の構造の概要 

イノベーションが 

低調、競争力停滞 

基礎研究に係る 

定量的指標が低下 
真に革新的な
研究が不足 

創造的な研究者
の育成が阻害 

研究資金の偏在 

大学の機能分化等の
方針が固まらないまま
一部大学等の一部の
研究者に資金が集中 

経常的経費の 

継続的削減 

地方大学等の研究者
への資金枯渇、研究
ストップ 

各大学では
特に人件費
を削減 

短期的 

成果主義 

研究 

不正 

間接経費の
手当て 

一般管理的
経費の渇望 

資金見通し
の不確実化 

競争の過熱 

研究チーム
の大規模化 

第三層：研究成果に係る問題点 

第一層：ファンディングの構造的変化 

第二層：研究現場における問題点 

期間終了後に
チーム解散、
研究インフラ・
ノウハウ散逸 

国全体の論文生産性が低下 

萌芽的・学際的・ハイ
リスク研究の停滞 

研究時間 

の圧迫   

研究資金・体制の
不安定化 

断片的・非効率なインフラ
整備、人材育成 

研究費獲得の
自己目的化 

硬直的な審査方式 

競争的資金等の比重の増加・複雑化 
政策目標
の重視 

科研費の増額・ 

申請件数の膨大化 
各種教育・研究事業の

非体系的な林立 
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研究開発 
（基礎） 

研究環境整備 

研究人材育成 

科学研究費助成事業S40- 

ポストドクター・キャリア
開発事業【H20】H23- 

リサーチ・アドミニス
トレーターを育成・確
保するシステムの整
備H25- 

168 

3 

178 

2318(助成額） 

229 

92 

23 

538 

21 

5 

54 

36 

62 

戦略的創造研究
推進事業（JST)  厚生労働省 

72 

環境省 
53 

NEDO 

1319 

96 5 

博士課程教育リーディング
プログラムH23- 

研究開発 
（実用） 

テニュアトラック
普及・定着事業
【H18】H23- 

Ｈ27 

ＷＰＩ H19- 

研究開発 
（基礎） 

研究環境整備 

研究人材育成 

科学研究費助成事業S40- 

2000 

228 

325 

26 

550 

121 

戦略的創造研究
推進事業等
（JST)  

厚生労働省 

497 国家課題対応型
研究開発推進事
業（分子イメージン
グプロジェクト、次
世代ＩＴ基盤構築の
ための研究開発等) 

7
3 

研究開発 
（実用） 

ＷＰＩ H19- 

産学官連携環
境整備H22-23 

FIRST/NEXT

強化費補助金  
H22-25 

400 

296 

122 

120 

NEDO 

1976 

科学技術振興
調整費(H13-
H22) 

研究開発 
（基礎） 

研究環境整備 

研究人材育成 

科学研究費助成事業S40- 

1880 

233 

468 
495 

127 

戦略的創造研究
推進事業等
（JST)  

厚生労働省 

404 

国家課題対応型
研究開発推進事
業（タンパク３０００
プロジェクト等） 

Ｈ17 

395 

124 

77 

NEDO 

2194 

科学技術振興
調整費(H13-
H22) 

地域における科学
技術の振興に必要
な経費) （H14-23）
(知的クラスター等） 

研究開発 
（基礎） 

研究環境整備 

研究人材育成 

科学研究費助成事業S40- 

1580 

404 

戦略的創造研究
推進費用等
（JST)  

厚生労働省 

442 

研究開発 
（実用） 

Ｈ13 

343 

82 

48 

科学技術振興
調整費(H13-
H22) 

112 

農林水産省 

NEDO 

2056 

農林水産省 

88 

4２ 
総務省 

農林水産省 

147 
総務省 

環境省 

国立大学改革
強化推進補助
金H24- 

298 
経済産業省 

：機関申請を主とするプロジェクト 

265 
グローバル
COE H19-25 

382 

21世紀COE 
H14-19 

環境省 

研究成果展開事業 （JST) 
(地域イノベーション創出総合
支援事業、先端計測分析技
術機器開発、等を統合)H21- 

地域における科学
技術の振興に必要
な経費) （H14-23）
(知的クラスター等） 

研究大学強化
促進事業H25- 

研究開発 
（実用） 

総務省 

農林水産省 

Ｈ22 

研究成果展開事業 （JST) 
(地域イノベーション創出総合
支援事業、先端計測分析技
術機器開発等を統合)H21- 

41 
環境省 

経済産業省 

30 
経済産業省 

30 
総務省 

技術移転推進費
（研究成果育成推
進事業費等）（ＪＳＴ） 
 

独創的シーズ展開事
業、先端計測分析技術
機器開発等（ＪＳＴ） 

：各省は競争的資金のみを勘案 
単位：億円（予算額を記載） 

392※ 

FIRST/NEXT 
H22-25 

※H21補正予算で基金化された
1500億円のうちH22年度の執行
額 

※ ※ H25補正予算で基金
化された500億円のうち、
H27年度の計画値 

未来開拓学術研
究推進事業 

（JSPS)  

187 

【】：科学技術振興調整費
等により開始された年度 

社会システム改革と研
究開発の一体的推進に
必要な経費【H22】H25- 

52 

地域イノベーショ
ン戦略支援プロ
グラムH24- 

大学発新産業創
出拠点プロジェク
ト（START）H24- 

AMED 

1248 

経産省 

102.7 

500 

SIPＨ26- 

先端融合領域イ
ノベーション創出
拠点形成プログ
ラム【H18】H24- 

16 大学等シーズ・ニーズ
創出強化支援事業Ｈ25- 

113 
ImPACT ※ ※ 
H25- 

97 スーパーグ
ローバルＨ26- 24 

大学の世界展開
強化事業Ｈ23- 

12 

大学教育再生加速
プログラムＨ26- 
 

22 
大学間連携共同教
育推進事業H24- 
 

44 
COC+H27- 

26 

我が国の研究開発力を駆動力
とした地方創生イニシアティブ
（マッチングプランナー、リサーチコ
ンプレクス) H27- 

15 

研究開発法人を中核
としたイノベーションハ
ブの構築H27- 

13 

科学技術人材育成のコン
ソーシアムの構築事業Ｈ26- 

国家課題対
応型研究開
発推進事業
（元素戦略プ
ロジェクト、
等） 

現代GP 

H16-20 

30 33 
特色GP 

H15-20 30 魅力ある大学院
教育H17-21
  

トップ30H21-
25 

30 
組織的な大学院教
育改革推進プログ
ラムH21-23 

22 

註：本図は、データの制約上、文部科学省以外の府省については内閣府が競争的資金と位置づけている研究費のみを、文部科学省についてはそれ以外の公募型資金も含めて表示していることに留意 

競争的性格をもつ主な研究開発資金の変遷 
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研究者、技術者、研究開発マネージャー、URA、コミュニケーターなど 

研究開発基盤 

研究開発実施機関 

ｼﾝｸﾀﾝｸ（分析・俯瞰・提言） 

各府省 

各府省調整 

国会 
政党 

日
本
学
術
会
議 

・大学  ・研究開発法人 
・企業  ・NPO 

研究施設、知的基盤（データベース、研究用材料）、若手・女性･
外国人研究者環境、コミュニケーション、TA、ELSI（倫理・法律・
社会的課題）、評価、知的財産・標準化など 

ファンディング機関 
産学官のネットワーク 

各
学
協
会 

総合科学技術会議 

科学技術イノベーション政策の推進体制の構造 

※平成25年度文部科学省委託事業「科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」の推進に向け
た試行的実践」調査研究を参考に作成 
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